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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液状化のおそれある地盤において、応力材で補強された連続地中壁で外周から遮断され
た内側領域に所定幅、所定厚の地中地盤改良体が複数、互いに接続せずに存在するように
造成され、かつ隣り合う地中地盤改良体の幅方向が互いに垂直となるように、かつそれぞ
れの地中地盤改良体の幅方向の延長線上に他の地中地盤改良体の幅方向の壁面が存在して
いる状態で造成されていることを特徴とする液状化防止構造。
【請求項２】
　連続地中壁の内側領域の地盤が所定の深さまで根切りされ、この根切り底より下方の地
盤中に地中地盤改良体が造成されていることを特徴とする請求項１記載の液状化防止構造
。
【請求項３】
　地中地盤改良体のいくつかが、連続地中壁と連接しかつ連続地中壁とほぼ垂直に造成さ
れていることを特徴とする請求項１または２記載の液状化防止構造。
【請求項４】
　連続地中壁と地中地盤改良体は、掘削土と固化材とからなるソイルセメトで造成されて
いることを特徴とする請求項１、２または３記載の液状化防止構造。
【請求項５】
　地中連続壁に応力材として形鋼、鋼管などの金属製の補強芯材が使用されていることを
特徴とする請求項１、２、３または４記載の液状化防止構造。
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【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は、特に地震時の液状化を未然に防止できるようにした液状化防止構造に関する
。
【０００２】
【従来の技術】
これまで、地盤の液状化を防止する方法として、液状化のおそれある地盤（以下「液状化
地盤」という）中に、例えばセメント系の固化材を注入し、この固化材と掘削土とを強制
的に攪拌混合して二方向に連続する地盤改良壁体を格子状に造成する方法が、例えば特公
平４－５４００４号公報などで知られている。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
しかし、このような地盤改良壁体を二方向に造成して格子状とする場合、二方向の地盤改
良壁体は時間的に前後して造成され、かつ後から造成される地盤改良体は先に造成された
地盤改良壁体が硬化した後、先の地盤改良体を横切るように造成されるため、双方の接続
部に不連続部分、付着不良部分などが生ずる、いわゆるコールドジョイントが形成される
ことがあり、このため外側地盤の液状化による過剰間隙水の流入を阻止できなかったり等
して、液状化を確実に防止できないという課題があった。
【０００４】
また、液状化防止対策を行った領域の外側領域については、液状化防止対策が施されてい
ないので、外側領域に接する地盤改良壁には地震時に生じる液状化による大きな移動土圧
が水平方向に作用し、このため地盤改壁が破壊されるおそれがあり、その対策のために外
側の地盤改良壁を厚くしたり、密に配置したりする等の対応を強いられ、コストアップの
要因になっていた。
【０００５】
この発明は以上の課題を解決するためになされたもので、液状化の発生を確実に防止し、
かつコールドジョイントの発性をなくして、液状化防止対策がなされていない周囲の液状
化の影響を確実に遮断できるようにした液状化防止構造を提供することを課題とする。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　以上の課題を解決するための手段として、この発明に係る液状化防止構造は、請求項１
として、液状化のおそれある地盤において、応力材で補強された連続地中壁で外周から遮
断された内側領域に所定幅、所定厚の地中地盤改良体が複数、互いに接続せずに存在する
ように造成され、かつ隣り合う地中地盤改良体の幅方向が互いに垂直となるように、かつ
それぞれの地中地盤改良体の幅方向の延長線上に他の地中地盤改良体の幅方向の壁面が存
在している状態で造成されている。
【０００７】
例えば、液状化のおそれある地盤中にその一定範囲を取り囲むように連続地中壁を造成し
、その内側領域の地盤中に所定幅、所定厚の地中地盤改良体を複数、互いに離しかつ個々
の地中地盤改良体どうしまたは複数の地中地盤改良体どうしが互いに異なる方向を向いた
状態に分散して造成する。
【０００８】
ここで、連続地中壁の施工方法としては、掘削土と固化材とからなるソイルセメント柱列
工法による他、場所打ちコンクリートによる地中連続壁工法、あるいはＰＣ矢板やＲＣ矢
板による工法など、これまで一般に行われている施工方法を採用することができる。
【０００９】
また、地中地盤改良体の施工方法としては、ソイルセメントの円柱を互いにラップさせて
造成する工法による他、直線状に連続する地下壁を造成する工法によってもよく、さらに
は場所打ちコンクリートによる地中連続壁を造成する方法によってもよい。
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【００１０】
請求項２として、請求項１の液状化防止構造において、連続地中壁の内側領域の地盤を所
定の深さまで根切りされ、この根切り底より下方の地盤中に地中地盤改良体が造成されて
いる。
【００１１】
請求項３として、請求項１または２の液状化防止構造において、地中地盤改良体のいくつ
かを、連続地中壁と連接しかつ連続地中壁とほぼ垂直に造成する。
【００１２】
請求項４として、請求項１、２または３の液状化防止構造において、連続地中壁と地中地
盤改良体はともに掘削土と固化材とからなるソイルセメトで造成する。
【００１３】
請求項５として、請求項１、２、３または４の液状化防止構造において、連続地中壁に応
力材として補強芯材を所定間隔おきに設置する。補強芯材としては、Ｈ形鋼などの形鋼や
鋼管などの金属製のもの、または鉄筋などで補強されたコンクリート板などのコンクリー
ト製のものがよい。
【００１４】
【作用】
このように構成されていることで、特に周囲に応力材で補強された連続地中壁が造成され
、外周から遮断されていることで、連続地中壁の外側領域の地盤が液状化され、側方流動
化が発生しても、連続地中壁の内側領域の地盤がその影響を受けることはなく、また外側
地盤の液状化による過剰間隙水が流入することもない。
【００１５】
さらに、連続地中壁の内側領域の地盤中には所定幅、所定厚の地中地盤改良体が複数、分
散して造成されていることで、液状化地盤のせん断剛性が増加されてせん断変形が抑制さ
れるので、発生するせん断ひずみが小さくなり液状化が防止される。
【００１６】
すなわち、分散配置された複数の地中地盤改良体の働きによって、連続地中壁の内側領域
の地盤の液状化が阻止され、また周囲の連続地中壁の働きによって、その外側の液状化未
対策地盤での液状化が遮断される。
【００１７】
なお、連続地中壁の内側領域の地盤中に分散配置された地中地盤改良体が液状化を阻止す
る原理は、例えば図６（ａ），（ｂ）に示すように、地中地盤改良体２を取り囲む周囲の
地盤ａに生じるせん断ひずみが地中地盤改良体２の存在によって低減されることから、こ
の地盤ａがそれぞれオーバーラップするように地中地盤改良体２を分散配置することで、
連続地中壁の内側領域の地盤（敷地）全体の液状化が防止されるためである。
【００１８】
【発明の実施の形態】
図１（ａ），（ｂ）は、この発明に係る液状化防止構造の一例を示し、図において、液状
化地盤Ａをある一定範囲にわたって平面ほぼ矩形状に取り囲むように連続地中壁１が造成
されている。また、この連続地中壁１の内側の地盤中に地中地盤改良体２が複数、分散さ
れた状態で造成されている。
【００１９】
図中には、参考のために図６に示した地中地盤改良体２を取り囲む周囲の地盤を破線で示
している。
【００２０】
連続地中壁１と地中地盤改良体２はともに、地中に固化材を吐出しつつ地盤を掘削し、か
つ固化材と掘削土とを強制的に攪拌混合する深層混合処理工法により、複数のソイルセメ
ント柱が連接する壁状に造成され、特に連続地中壁１にはＨ形鋼などの形鋼や鋼管、コン
クリート板などからなる補強芯材３が、応力材として打ち込まれ、補強されている。
【００２１】
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そのため、連続地中壁１の外側領域の液状化地盤Ｄが液状化して外部からの土圧が上昇し
たとしても、連続地中壁１は複数の補強芯材３で補強されていることで、その土圧に抵抗
することができる。
【００２２】
また、連続地中壁１は液状化地盤Ａを貫通し、少なくとも中間支持地盤Ｂまでは連続して
造成され、場所によっては中間支持地盤Ｂを貫通して深層支持地盤Ｃまで連続し、かつ先
端部分１ａが深層支持地盤Ｃ内に所定深さ連続して造成されていてもよい。
【００２３】
地中地盤改良体２は、液状化地盤Ａの下端部まで所定幅、所定厚に連続して造成され、ま
た互いに接続せずに存在するように造成され、さらに地中地盤改良体２は、異なる方向の
地震時の応力に対応（抵抗）できるように、異なる方向を向いて、分散して存在する状態
に造成されている。
【００２４】
また、図に示すような地中地盤改良体２は、 液状化地盤Ａを貫通し、かつ先端部分が中
間支持地盤Ｂ内まで所定深さ連続して造成されてもよい。
【００２５】
なお、いずれにも固化材としては、セメント系固化材などを水と混合することによりセメ
ントミルク状にされたものが使用されている。
【００２６】
図２（ａ），（ｂ）は、この発明に係る液状化防止構造の他の例を示し、図において、特
に液状化地盤Ａの一定範囲を平面ほぼ矩形状に取り囲むように造成された連続地中壁１の
内側地盤を所定の深さまで根切りし、この根切り底より下方に上述した構造の地中地盤改
良体２が複数、分散して造成されている。
【００２７】
なお、根切りに際しては、周囲の連続地中壁１は根切りに伴う地山の崩落をくい止める山
止めとして利用されている。
【００２８】
この例においても、連続地中壁１は液状化地盤Ａを貫通し、少なくとも中間支持地盤Ｂま
では連続して造成され、場所によっては中間支持地盤Ｂを貫通して深層支持地盤Ｃまで連
続し、かつ先端部分１ａが深層支持地盤Ｃ内に所定深さ連続して造成されていてもよい。
【００２９】
図３（ａ），（ｂ）も、この発明に係る液状化防止構造の他の例を示し、図において、特
に連続地中壁１のすぐ内側の地中地盤改良体２ａが連続地中壁１と連接し、かつ連続地中
壁１に対してほぼ垂直に、さらに連続地中壁１の連続方向に所定間隔おきに造成されてい
る。
【００３０】
地中地盤改良体２の一部、すなわち地中地盤改良体２ａがこのように造成されていること
で、連続地中壁１の外側領域の液状化地盤Ｄが液状化して外部からの土圧が上昇したとし
ても、外側領域の土圧に対する連続地中壁１の抵抗力は著しく高められる。
【００３１】
さらに、図４も、この発明に係る液状化防止構造の他の例を示し、特に地中地盤改良体２
が三枚一組として所定幅、所定厚および同じ向きに所定間隔離して造成され、かつこの三
枚一組の地中地盤改良体２どうしが、互いに異なる方向を向いた状態に分散して造成され
ている。なお、この一組の地中地盤改良体２の枚数は、必要に応じて任意に増減されても
よい。
【００３２】
また、図２～図４のいずれの例においても、地中地盤改良体２は液状化地盤Ａの下端部ま
で所定幅、所定厚に連続して造成され、また互いに接続せずに存在するように造成され、
さらに地中地盤改良体２は、異なる方向の地震時の応力に対応（抵抗）できるように、異
なる方向を向いて分散して存在する状態に造成されている。
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【００３３】
地中地盤改良体２はこのように配置されている限り、どのように配置されていてもく、例
えば図５に図示するように配置されていてもよい。
【００３４】
また、特に図示されていないが、連続地中壁１の内側領域内に上部構造物の荷重を支持す
るための杭が施工されていてもよい。
【００３５】
例えば、連続地中壁１と地中地盤改良体２が造成された後、連続地中壁１内の内側領域で
地中地盤改良体２が造成されていない位置に、後から構築される上部構造物を支持する支
持杭として、ＰＣ杭などの既成杭や場所打ちコンクリート杭が施工されてもよい。もちろ
ん、このような杭が造成されていても本発明の奏する液状化防止効果を阻害することはな
い。
実施例
実施例１．
次に、この発明に係る液状化防止構造の一実施例について説明すると、連続地中壁１は、
例えば図１に図示するようにソイルセメントと掘削土とを攪拌混合したソイルセメント柱
列壁体として造成され、このソイルセメント柱列壁体に補強芯材３としてＨ形鋼が所定間
隔おきに建て込まれている。
【００３６】
また、連続地中壁１の内側領域の地盤中に円柱状のソイルセメント柱を重複連接させるこ
とにより地中地盤改良体２が分散して造成されている。
【００３７】
地中地盤改良体２は所定幅、所定厚に連続して造成され、また互いに接続せずに存在する
ように造成され、さらに地中地盤改良体２は、異なる方向の地震時の応力に対応（抵抗）
できるように、異なる方向を向いて分散して存在する状態に造成されている。
【００３８】
連続地中壁１の施工方法としては、例えば特開平１０－１５９０８４号公報や特開平１０
－１６８８７３号公報に示されたような、切削刃を有する無端チェーンをカッターポスト
の周囲で循環させながら地中で横行させると同時に、カッターポストの下端部、もしくは
地表面付近からセメントミルクを吐出するとともに、掘削土と攪拌混合してソイルセメン
ト柱列壁体を造成し、かつこのソイルセメントが硬化する前に補強芯材としてＨ形鋼を挿
入する。
【００３９】
また、地中地盤改良体２の施工方法としては、例えば先端に掘削翼とその上部に多数の攪
拌翼を少なくとも有するロッドを使用し、このロッドを回転させながら地盤を掘削すると
ともにセメントミルク等の固化材を注入し、両者を攪拌混合することにより、円柱状のソ
イルセメント柱を重複連接して造成する。
実施例２．
図３に図示するような連続地中壁１の他の施工方法としては、地中地盤改良体２と同様に
先端に掘削翼とその上部に多数の攪拌翼を少なくとも有するロッドを使用し、このロッド
を回転しながら地盤を掘削するとともにセメントミルク等の固化材を注入し、両者を攪拌
混合することにより、円柱状のソイルセメント柱を重複連接して造成する。そして、ソイ
ルセメントが硬化する前にＨ形鋼からなる補強芯材３を所定間隔おきに建て込む。
【００４０】
また、地中地盤改良体２の施工方法は、実施例１と同じであり、地中地盤改良体２は図３
に示すような位置に所定幅、所定厚に連続して造成され、また互いに連接して連続しない
ように互いに離して造成され、かつ互いに異なる向きに造成される。さらに、周辺の地中
地盤改良体２ａは図３に示すように連続地中壁１と連続させる。
【００４１】
こうして、地中連続壁構造１と地中地盤改良体２の全ての造成を完了した後、図３に図示
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【００４２】
【発明の効果】
この発明は以上説明した通りであり、周囲に造成された連続地中壁とその内側領域の地盤
中に造成された地中地盤改良体とからなり、内側の領域に造成された地中地盤改良体は互
いに連接されない壁状体であり、壁状体は互いに異なる向きの応力に抵抗できるように、
異なる方向を向いた地中地盤改良体が存在する状態に造成されているので、地盤のせん断
剛性が異なる向きに対してそれぞれ増大する。そのため、内側の領域における地盤の液状
化は確実に阻止される。
【００４３】
また、連続地中壁は、ある一定領域の液状化地盤をその外側領域の地盤から遮断するよう
に造成されているので、外側領域地盤での液状化による過剰間隙水が内側の領域に浸入す
るのを阻止することができる。
【００４４】
さらに、周囲の連続地中壁には、応力材としてＨ形鋼や鋼管などからなる補強芯材が建て
こまれているので、山止め壁としての利用も可能である他に、補強芯材の存在により外側
領域地盤が液状化することによって増大する土圧に対しても抵抗できる。
【００４５】
すなわち、液状化する前の土圧係数として静止土圧係数Ｋａ＝０．５であったものが液状
化すると１．０に上昇し、ほぼ倍増するが、このことによって増大する土圧に対して補強
芯材が有効に抵抗する。
【００４６】
また、地中地盤改良体のうち、連続地中壁の近くに配置されたものが、連続地中壁と連接
し、かつ連続地中壁とほぼ垂直に造成されていることで、地震時の震動による連続地中壁
の耐震力が著しく高められるだけでなく、周辺地盤が液状化することによって増大する土
圧に対しても抵抗力をさらに高めることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の液状化防止構造の一例を示し、（ａ）は平面図、（ｂ）は（ａ）のイ－
イ線断面図である。
【図２】本発明の液状化防止構造の一例を示し、（ａ）は平面図、（ｂ）は（ａ）のロ－
ロ線断面図である。
【図３】本発明の液状化防止構造の一例を示し、（ａ）は平面図、（ｂ）は（ａ）のハ－
ハ線断面図である。
【図４】本発明の液状化防止構造の一例を示す平面図である。
【図５】本発明の液状化防止構造の一例を示す平面図図である。
【図６】地中地盤改良体が液状化を防止できる原理を示し、（ａ）は平面図、（ｂ）は断
面図である。
【符号の説明】
１　連続地中壁
１ａ　連続地中壁の先端部分
２　地中地盤改良体
２ａ　地中地盤改良体
３　補強芯材（応力材）
Ａ　液状化地盤（液状化のおそれある地盤）
Ｂ　中間支持地盤
Ｃ　深層支持地盤
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